
 

【都筑区】令和８年第２回区づくり推進横浜市会議員会議 議事録 

 

開催日時 令和８年 6月 11 日（木）13：25～14:36 

場  所 ５階特別会議室 

出 席 者 

【座 長】深作祐衣 議員 

【議 員：４名】 長谷川琢磨 議員、白井亮次 議員 

市来栄美子 議員、磯部尚哉 議員 

【都筑区：31 名】佐々田賢一 区長、野村絹恵 副区長、細川直樹 災害対

策担当部長（都筑消防署長）、鳥居俊明 福祉保健センター長、米澤陽子 

福祉保健センター担当部長、藤井由貴 福祉保健センター医務担当部長、

故島哲朗 都筑土木事務所長 ほか関係職員 

議  題 
１ 令和８年度 都筑区に係る予算のすがたについて 

２ 令和８年度 都筑区自主企画事業の主な事業と取組について 

発 言 の 

要  旨 

１ 令和８年度 都筑区に係る予算のすがたについて 

２ 令和８年度 都筑区自主企画事業の主な事業と取組について 

 
【まちづくり総合調整事業】 
白井議員 ：都筑区プランの改定スケジュールを聞きたい。 

橋本区政推進課長 ：今年度は、都市整備局と連携して市民アンケートを

実施予定であり、その後区別計画の素案を作成する。９年度に素案

意見募集、原案作成を行う。10 年度は原案意見募集を行い、都市計

画審議会を経て計画を改定する。 

白井議員 ：今年度の市民への意見募集はどのように行うのか。 

橋本区政推進課長 ：都市整備局と連携してウェブアンケートで、都筑区の

現況を踏まえて意見を伺う。その後、都筑区民対象のワークショップ

も行い、より詳細な意見を伺う。 

 

【災害に備える⾃助・共助の推進事業】 
白井議員 ：個別避難計画の現在の進捗状況はどうなっているか。 

森兼高齢障害支援課長 ：６年度から作成し、現時点で 12 名分の計画を作

成済みである。さらに 11 名についての作成を進めている。 

様式１ 



【安⼼・安全なまちづくり事業】 
白井議員 ：PTA が運用している「子ども 110 番」の取組が地域によっては

課題がある。行政として何らかの関与が必要ではないか。 

須藤地域振興課長 ：コロナ渦以降活動が弱まっていることを課題として

認識している。当課やこども家庭支援課が中心となり、関係機関と調

整しつつ、地域の実情や社会情勢も踏まえ対応を検討していく。 

 

【スポーツチーム等との連携による地域貢献推進事業】 
白井議員 ：「Astemo リヴァーレ茨城」の横浜へのホームタウン移転決定に

ついて、地域の反応はどうか。 

須藤地域振興課長 ：非常に歓迎していただいている。男性のバスケットボ

ールチームと女性のバレーボールチームという人気の高い競技がそ

ろうことで、地域活性化やスポーツ振興の期待が高まっている。 

白井議員 ：一方で、来シーズンからホームアリーナが BUNTAI になる横浜

ビー・コルセアーズとの関係維持も重要である。 

須藤地域振興課長 ：連合町内会、後援会などの関係者と共に、今後さらに

連携を深めていきたい。 

佐々田区長 ：ビーコルからは国際プールの改修工事が終わったらホーム

アリーナを戻すと聞いているが、その間もビーコルや関係者と連携し

ながら、地域全体で盛り上げていきたい。 

 

【災害に備える⾃助・共助の推進事業】 
磯部議員 ：先日の大雨の際の区内小中学校における休校等の状況につい

て、数値で教えてほしい。 

古橋学校連携・こども担当課長 ：学校の対応については川和中学校以外の

29 校が休校になった。朝６時の時点で警戒レベルが４に至らなかった

ため、各校学校長の判断となった。 

磯部議員 ：学校が通常授業を実施する際に避難所を開設する場合、不特

定多数が出入りすることに対する不安の声もあり、様々な観点から

慎重に対応していく必要がある。 

江口総務課長 ：関係局とも共有していく。 

 

【こどもたちの健やかな育ちを⽀える地域づくり事業】 
磯部議員 ：「こどもの居場所推進会議」は、他の複数の事業と連動する形



のものとしての位置づけという理解で良いか。 

橋本区政推進課長 ：その通りである。この事業は区役所と地域の人々の意

見交換の場となるものであり、個別の事業とも連携しつつ、横断的に

議論していく。 

磯部議員 ：この事業は子どもたちの６割が居場所を求めていると回答し

たことを踏まえた上でのものか。 

橋本区政推進課長 ：その通りである。昨年のアンケートに基づく事業であ

る。 

磯部議員 ：当会議と既存の様々な居場所との関係性はどのように整理さ

れるのか。 

橋本区政推進課長 ：推進会議では子どもの支援に取り組んでいる団体の

代表者に参加していただく予定で、ハブとしての役割も期待してい

る。その中で事業全体の方向性を確認しながら各事業を行っていく。

別途開催するネットワーク会議と相互に連携し、区・地域で連携して

各事業を進める。 

 

【令和８年度予算編成に向けた 「区提案反映制度」 項⽬・対応状況⼀覧 
（一部対応箇所）】 

 

（市⽴保育所における医療的ケア児等の受⼊れ拡充及び安定的な運営（職
員の退職や病気等の緊急時の対応）を⽬的とした看護職の配置【こども⻘
少年局】） 
磯部議員 ：提案制度における、医療的ケア児の受け入れ体制の現状はどう

なっているか。 

我妻担当課長 ：区をまたいだ看護師の派遣については、区によって状況が

異なり、仕組みの統一化が難しい。医療的ケア児の受け入れは月額の

会計年度任用職員の看護師を配置する体制に移行し、整備を進めてい

る。 

磯部議員 ：時間はかかりそうか。 

我妻担当課長 ：かかる見通しである。都筑区では現在みどり保育園で医療

的ケア児を受け入れている。月額の会計年度任用職員の看護師の配置

については、こども青少年局とも確認していく。 

 

（区役所による制度活⽤促進につながるネーミングライツ制度の明確化



や仕組み構築） 
磯部議員 ：ネーミングライツに関するスポンサー料の取扱いについての

見直し状況はどうなっているか。 

須藤地域振興課長 ：検討中である。全体の整理には至っていない。 

 

【都筑区地域福祉保健計画「つづき あい」推進事業】 
長谷川議員 ：スタートした第５期都筑区地域福祉保健計画の現状の認識

はどうか。 

清福祉保健課長 ：策定は終わったが、今年度から推進期となり、ここから

が本番であると考えている。今年度は転入者や子ども、その保護者に

計画の理念を知ってもらう啓発活動に特に重点を置く。 

長谷川議員 ：具体的なロードマップが見えない状況もあり、地域の状況に

応じて適宜行政側のフォローを要望する。 

 

【こどもたちの健やかな育ちを⽀える地域づくり事業】 
長谷川議員 ：居場所づくりに関して、関係機関への声かけは進んでいる

が、現在の進捗は具体的にどうなっているか。地域振興課長に聞きた

い。 

須藤地域振興課長 ：区連会については３月の全体会議で説明し、６月の定

例会でも説明する。また、青少年指導員については６月の地区会長会

で説明をしている。今後は７月の「こどもの居場所推進会議」で、今

後の取組について議論する予定である。 

長谷川議員 ：こども家庭支援課はどうか。 

太田こども家庭支援課長 ：情報提供ツールについては、地域の人々に意見

を聞いていく。居場所等ネットワーク交流会に関しては、実際に地域

で活動している団体へ意見を聞いて進めていく予定である。 

長谷川議員 ：事業の方向性は理解できるが「具体的に何をすれば良いの

か」について、伴走して進めていくことが重要であり、市全体の支援

や連携も必要になると考えるがどうか。区政推進課長に聞きたい。 

橋本区政推進課長 ：今年度は立ち上げ段階のため、地域の関係者と丁寧に

進める。また、引き続き局とも連携しながら進めていきたい。 

 

【みんなで花と緑のまちづくり事業】 
長谷川議員 ：都筑区は公園管理面積が市内１位である一方で、公園管理の



人員体制が厳しいのではないか。現在の体制はどうなっているか。 

川口土木事務所副所長 ：公園管理を担当する造園職員は３人である。公園

愛護会のコーディネータ―が 1人、会計年度任用職員が１人の体制で

管理を行っている。 

長谷川議員 ：管理面積に照らすと現場の負担は大きく、また愛護会会員の

高齢化等も懸念している。 

川口土木事務所副所長 ：余裕がないのが実情である。今後は体制の見直し

や人員配置のあり方も含め、検討の必要があると考えている。 

 
【予算全般（⽣活保護）】 
市来議員 ：生活保護受給世帯数が 18 区中 18 位だが、生活保護に至らな

い生活に困窮している方々をどのように把握し、支援しているのか。 

稲垣生活支援課長 ：生活困窮者自立支援制度の相談対応・支援に取り組ん

でいる。今後も広報媒体やチラシ、デジタルサイネージ、関係機関に

対する出前講座等により制度の周知を行っていく。また、様々な関係

機関と連携して生活困窮者の早期把握と支援に取り組んでいる。 

 

【妊娠期から学齢期までの切れ⽬のない⼦育て⽀援事業（命の⼤切さを知
る事業）】 
市来議員 ：具体的な取組内容はどのようなものか。 

太田こども家庭支援課長 ：発達段階に応じて他者や自身の人権の尊重や

安全のための選択ができることについて学ぶ機会を提供する。８年度

は乳幼児健診や赤ちゃん会での啓発を実施、学齢期児童に対しては人

間関係の在り方等について学ぶ機会を設ける予定である。 

 

【安⼼・安全なまちづくり事業】 
市来議員 ：GIS（地理情報システム）マップを活用した防犯灯の対象箇所

や、今後の展開はどうしていくか。 

須藤地域振興課長 ：今年度から GIS を用い、行政側から候補箇所を提示

している。対象箇所は 64 か所である。対象を拡大しつつ今後４年間か

けて整備していく。 

市来議員 ：防犯灯や太陽光 LED など、防犯活動の推進を今後もお願いし

たい。 

 



備  考  

 
 


